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構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

墨田区 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

魅力都市すみだデジタルＩＴ人材育成特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

墨田区の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）墨田区の地勢・人口 

墨田区は、昭和 22 年(1947 年)、本所区と向島区が統合され、誕生した。

東京都の北東部に位置し、東は旧中川を境に江戸川区、西は隅田川を境に荒

川区・台東区・中央区、南は北十間川・横十間川・竪川などを境に江東区、

北は旧綾瀬川を境に足立区、荒川を境に葛飾区に接するなど、その周囲の多

くを水辺に囲まれたまちである。 

区域の面積は 13.75ｋ㎡で、東京都 23 区中 17 番目の広さになっている｡地

形的には、最高地点海抜 2.9ｍ、最低地点海抜マイナス 2.3ｍの平たんな低地

で南西部から北東部にかけて緩やかに傾斜している。 

交通網をみると、ＪＲ総武線、都営地下鉄浅草線・新宿線・大江戸線、東

京メトロ半蔵門線、東武鉄道伊勢崎線・亀戸線、京成電鉄押上線の各鉄道路

線がそれぞれ通過しており、比較的交通利便性が高くなっている。 

平成 19 年(2007 年)４月１日現在の墨田区の人口は、239,296 人で、このう

ち、住民登録人口は 230,860 人、外国人登録人口は 8,436 人となっている。

なお、平成 19 年(2007 年)４月１日現在の墨田区の人口密度は、1ha あたり

174 人で、東京都の 58 人、23 区部の 138 人を上回る高密度となっている。 

 

(２)墨田区の産業 

本区は近代産業の発祥の地であり、現在も多種多様な業種の企業が集積す

る中小零細企業のまちである。区内在住で区内産業に従事する人口の割合も

他都市に比べて高く、産業振興は区民生活の向上や地域の活性化に大きく関

わる重要な課題の一つとなっている。 

区では、区内中小零細企業の健全な発展と区民福祉の向上のため、昭和 54

年 3 月に「墨田区中小企業振興基本条例」を制定して、さまざまな産業振興

策を推進してきた。本区の重要な地場産業である機械金属関連産業の振興拠
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点としてすみだ中小企業センターを開設し、平成 12 年 4 月にはファッション

関連産業の発展のために国際ファッションセンターがオープンした。また、

産業振興会議を設け、学識経験者や事業者、区民からさまざまな意見を聴き

ながら、３Ｍ運動やベンチャー支援事業など、多種多様な施策を行ってきた。

さらに、平成 14 年 12 月には早稲田大学との間で包括的な事業連携に関する

協定を締結し、産学官連携による幅広い地域振興にも取り組んできた。 

しかし、こうした区民、地域、事業者、区の取り組みにもかかわらず、区

内産業は、製造業の区外・海外への移転、産業構造の転換、後継者難などか

ら事業所数が減少の一途をたどるなど、大きな転換期を迎え、このような状

況を打開するための施策の展開が求められている。 

 

(３)｢新タワーの建設決定｣ 

  首都圏で地上デジタル放送用の電波を送出する新タワーの建設地が平成 18

年 3 月、本区の押上・業平橋駅周辺地区に決まった。電波塔としては世界一

の高さで 610 メートル、2011 年の開業を目指すこととなった。この世界一の

新タワーへ見物に訪れる国内外の観光客の数は、年間約 500 万人と言われて

おり、新タワーの建設は墨田区の将来のまちの姿に大きな影響を与えること

が予想されている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

ＩＴ関連技術の高度化に伴い、ＩＴスキルをもつ人材需要は企業を中心に

今後も高まることが予想される。また、コミュニケーションの情報化も急速

に進展し、それに伴い情報格差の拡大が懸念されるため、国民レベルでの情

報利用・発信能力向上のための「情報化教育」の必要性も高まってきている。 

さらには、本区の産業の特徴として中小零細企業が多い点があげられるが、

これらの企業は大企業に比べ、営業・商品開発・生産などすべての分野にお

いてＩＴ化の導入が大幅に遅れており、経営の効率化の妨げとなっている。 

このような状況から本区では、情報システムを構築・運用する「技術者」

から情報システムを利用する「エンドユーザ（利用者）」まで、ＩＴに関係す

るすべての人が活用できる国家試験である「初級システムアドミニストレー

タ試験」と「基本情報処理技術者試験」に係る特例措置を活用することで、

ＩＴ人材の裾野を広げ、ＩＴスキルをもつ有能な人材の育成・輩出を目指し

ていく。 

このことは、区民の情報リテラシーの向上や中小企業のＩＴ化を促進し、

地域の一層の活性化にも繋がっていくものであり、この意義は極めて大きい。 

 

 

 



 3

６ 構造改革特別区域計画の目標 

（１）ＩＴ関連産業の担い手の育成 

  本資格はＩＴ分野へ進むための第一歩となる資格であることから、資格取

得者の増加はＩＴ人材の裾野を広げることになる。また、将来的には、新タ

ワーの存する墨田区で、ＩＴ関連産業の担い手となる高度なＩＴ人材の育成

と集積を目指す。 

  さらに、特例措置により当該試験の合格率の向上や合格者数の増加が期待

されるため、本区から流出していたＩＴ人材の候補者の流出を留めることが

できるとともに、他の自治体からも志望してくる学生等の流入が見込まれる。

この結果、多数の優秀なＩＴ人材の輩出が期待できる。 

   

（２）地域企業のＩＴ化の推進 

新タワーのオープンや、秋葉原などのＩＴ集積地域と距離的にも近い立地

条件から、今後、ＩＴ関連企業の増加が期待できる。 

一方で、特例措置による資格取得者の中から優秀な人材を輩出し、ＩＴ関

連の起業などを誘発することにより、地域企業のＩＴ化を促進させることが

できる。また、本区特有の製造業を中心とする中小零細企業とＩＴ関連企業

との連携により、新たな製品が生まれ、地域のイメージアップが図れるとと

もに、ＩＴ関連企業の本区への積極的な誘致の足がかりとする。 

さらには、区内企業が、ＩＴ関連技術者を養成するための奨励制度を導入

したり人材育成に要する経費の削減が図れるなど、より効率的な経営を実現

させるための手段とすることが考えられる。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

（１）ＩＴ活用による産業の活性化 

本区は、これまでも製造業を中心とする中小零細企業のまちとして栄えて

きた。これら製造業の分野は技術革新の著しい分野であり、今後、先端技術

の開発による国内外の熾烈な競争にこれまで以上にさらされることが予測さ

れ、さらなる高度なＩＴ人材養成への対応が喫緊の課題となっている。 

一方で、世界一高い地上 610m の新タワーの効果は極めて大きく、このタワ

ーを目的として訪れる観光客は、年間に 500 万人と言われている。これらの

来街者を対象として、ＩＴを駆使した新商品の開発や区画整理事業による再

開発に伴って新たに進出する企業との連携、さらにはデジタルの特徴である

双方向の機能を有意義に活用する企業との新分野の開拓など、産業の活性化

に繋がる可能性を秘めている。 

このように、本特例措置を講ずることによって、ＩＴ関連産業はもちろん、

製造業など各産業において、各企業が求める高度なＩＴスキルを有する人材

の確保が促進される。併せて、ＩＴスキルを活用して、低コストで良質な商
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品の開発やサービスの質の向上へと繋がり、区内全体の産業の振興に貢献す

ることが期待できる。 

 

（２）若年者を始めとする高度なＩＴ人材の雇用促進 

  本計画を実施することにより、講座の受講をめざす学生等の流入・転入が

促進されるとともに｢基本情報技術者試験｣・「初級システムアドミニストレー

タ試験」の受験者数、合格者数の増加が見込まれる。 

  その結果、短期的には、本特例措置を活用して講座を受けるために流入す

るＩＴ人材の候補者の増、さらには滞留時間の増により、区内の経済波及効

果は大きくなることが見込まれる。長期的な視点では、将来の高度なＩＴ人

材となり得る若年層が、デジタルランドマークともいうべき新タワーが位置

する墨田区において、高度ＩＴ技術者として、またあらゆる産業のＩＴ化の

牽引者として活躍していくことが期待でき、本区における若年者を始めとす

るＩＴ人材の雇用促進を進めていくうえで重要な役割を果たすこととなる。 

 

（３）新たなＩＴ関連企業、大学・専門学校の集積と誘致 

我国の主な産業における企業数増加率をみると、他の産業と比べ電気通信

業の増加は群を抜いたものとなっており、平成 7 年から平成 15 年の間に

82.3％（総務省｢平成 17 年度 情報通信白書｣）の伸びをみせている。 

一方、本区における情報通信産業は、平成 13 年 10 月１日現在で、99 事業

所、従業員数 3,567 人であり、総事業所数 19,342 所、総従事者数 167,811 人

に対する比率では、事業所数で 0.5％、従事者数で 2.1％（東京都総務局統計

部｢平成 13 年事業所・企業統計調査報告｣）と、他の産業と比較するとまだま

だ低い比率に止まっており、今後、製造業等と連携することにより、ＩＴ関

連企業を誘致し得る可能性が高いことを示している。 

新タワー建設が決定して以来、都心から近いというメリットもあって、多

くの大学や専門学校等から学校統廃合の跡地活用の問合せも増えており、新

たな人材育成の集積化も期待される。 

今後、このような立地条件を考慮し、この特例措置を活用する同種の専門

学校や大学等教育機関等が進出することが予想され、さらなる、まち全体の

活性化を促すことが可能となるのである。 

 

（４）区内の高等学校等での活用による情報処理教育の充実 

将来的に、区内の高等学校等が特例措置による講座を開設することで、高

度なＩＴスキルを体系的に学習することが可能になる。また、資格取得という

具体的な学習目標が生徒の意欲を喚起し、目的意識を持って積極的に学習に取

り組むことができる。さらには資格取得を視野に入れた就職意識の醸成も促さ

れることから、区内の高等学校からの職業意識を持った高度なＩＴ人材輩出が
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期待できる。 

 

８ 特定事業の名称 

1131(1143、1145) 

  修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験を免除す

る講座開設事業 

1132(1144、1146)    

修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が

必要と認める事項 

すみだ中小企業センターが主体となって実施している事業 

   すみだ中小企業センターは、区内中小企業の経営者やそこに働く勤労者が気

軽に足を運べる｢中小企業の総合サービスセンター｣として、昭和 61 年 4 月に

開設した。区内企業に、経営・技術の向上を支援し、勤労者はもちろん、区

民の福祉・文化・教養の向上などの多様なニーズに応えるために、様々な設

備を用意して、各種の事業を行っている 

• 工業振興スクール  

中小企業の経営者や従業員を対象に、企業の経営改善、技術・

技能のレベルアップ、時代に対応しうる人材の育成を目的として、

パソコン活用講座やＣＡＤ／ＣＡＭ講座等を実施している。 

• ＩＴ活用セミナー 

   ＩＴ分野の第一線で活躍している講師を招き、ＩＴを活用する

ためのセミナーを開催している。 

• 製造業のＩＴ化プロジェクト事業 

   区内製造業のＩＴ化を支援して、設計・生産技術の高度化を促

進するため、中小企業総合事業団の｢ものづくり情報通信技術融合

支援センター整備事業｣を活用して、CAD/CAM の機能の充実を図る。 

• 中小企業経営革新事業(早稲田大学との産学官連携事業) 

     様々な大手企業が過去最高の収益をあげ、最悪の状態から脱出し

ている。大手企業は血の出るような大規模リストラやＩＴの導

入・アウトソーシングなど様々な経営技術を導入し、経営革新を

実行することで、生き残りを図ってきた。 

そこで、中小企業に対し、早稲田大学と連携しつつ、ＩＴを活

用しながら、現場力の向上を図り、経営者・社員の経営知識の向

上支援を行う。   

 その他の事業 
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  すみだ生涯学習センター等において、高齢者が情報化社会にスムーズに適

応できるよう、様々なＩＴ活用セミナーを実施している。 



別 紙 １ 

 

１ 特定事業の名称 

1131(1143、1145) 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前
試験を免除する講座開設事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

講座の開設者 

①学校法人立志舎 東京ＩＴ会計専門学校 （東京都墨田区錦糸 1-2-1） 

②学校法人立志舎 専門学校日本スクールオブビジネス 21 （同上） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

計画認定の日 

 

４ 特定事業の内容 

（１） 経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

以下の講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしく

は独立行政法人情報処理推進機構(ＩＰＡ)に相談を行い、助言があった場合には

対応することとする。 

学校法人 立志舎 東京ＩＴ会計専門学校 

   専門学校 日本スクールオブビジネス２１ 

初級システムアドミニストレータ試験対策講座  履修計画：別添資料のとおり 

 

（２） 修了認定の基準 

民間資格を取得するための試験である「シスアド技術者能力認定試験（２級）」

を受験し、合格した者であって、当該講座の３分の２以上の出席をもって履修した

者について、修了認定に係る試験を受験できる有資格者と定める。 

有資格者に対し、当該試験を実施し、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）

の定める合格基準を満たした者について、修了を認定する。 

 

（３） 修了認定に係る試験の実施方法 



修了認定に係る試験については、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が提

供する問題を使用して、当該試験を実施する。 

経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画の終了後に２回まで、

修了認定に係る試験を実施することができるものとする。 

また、試験会場は当該講座が開設される場所とし、試験の採点事務は、適用を受

けた事業者が行う。ただし、適用を受けた事業者が認めた場合にあっては、この事

務を指定した者に代行させることができる。 

なお、告示で定めるところにより、適用を受けた事業者は当該の試験結果に基づ

いて講座の修了を認められた者の氏名、生年月日に関する情報を当該民間資格の

取得を証する写しと併せて独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に通知するもの

とする。 

 

(４) 民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

資格名称：シスアド技術者能力認定試験（２級） 

試験科目：シスアド技術者能力認定試験（２級） 

当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 

試験項目 

1 情報の基礎理論 

  基数変換、データ表現、演算と精度、論理演算、符号理論 

2 データ構造とアルゴリズム 

  流れ図、決定表、BN記法、ポーランド記法 

3 ハードウェア 

  半導体と集積回路 

  プロセッサ、動作原理 

  メモリ、記憶媒体、補助記憶装置 

  入出力インタフェース、入出力装置、接続形態・接続媒体 

  コンピュータの種類と特徴 

4 基本ソフトウェア 

  OS の種類と構成 

  ファイル管理、障害管理 

  ヒューマンインタフェース、日本語処理 

  ミドルウェア 



 
5 システム構成と方式 

  システム構成方式、処理形態 

  システム性能、信頼性 

  応用システム 

6 システム開発と運用 

  プログラム言語、言語処理系 

  EUC、EUD、ソフトウェアの利用 

  開発手法、設計手法、テスト手法 

  システムの環境整備、運用管理 

7 ネットワーク技術 

  プロトコルと伝送制御 

  符号化と伝送技術 

  LAN とインターネット 

  電気通信サービス 

  ネットワーク性能 

  伝送媒体、通信装置 

8 データベース技術 

  データベースモデル 

  データの分析・正規化 

  データ操作 

  データベース言語、SQL の利用 

  DBMS の機能と特徴 

  データベース制御機能（排他制御、リカバリ） 

 分散データベース 

9 セキュリティ 

  セキュリティ対策 

  プライバシ保護 

  ガイドライン 

10 標準化 

  データの標準化 

  標準化組織 

11 情報化と経営 

  経営管理（経営戦略、組織と役割、マーケティングなど） 

  情報化戦略（業務改善など） 

 財務会計（会計基準、財務諸表など） 

 管理会計（損益分岐点、原価管理など） 

 IE 分析手法、管理図 

  確率と統計 

  情報システムの活用（ビジネスシステム、企業間システムなど） 

 関連法規（情報通信、知的財産権） 



 
12 表現能力 

 発表技法 

 文章の書き方 

 マルチメディアの利用 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、当該認定に係る講座の修了を認められた者が、講座の修了を認

められた日から１年以内に初級システムアドミニストレータ試験を受験する場合は、

情報処理技術者試験規則別表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち、第１号

に規定する情報処理システムに関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理シ

ステムの活用に関する共通的知識を免除するものであり、この特例措置を活用した

カリキュラム実施により、地域の IT の人材育成・能力開発を行うとともに、地域経済

の活性化を目指すものである。 
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別 紙 ２ 

１ 特定事業の名称 

1132(1144、1146) 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開

設事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（１）講座の開設者 

①学校法人立志舎 東京ＩＴ会計専門学校 （東京都墨田区錦糸1-2-1） 

②学校法人立志舎 専門学校日本スクールオブビジネス21 （同上） 

（２）修了認定に係る試験の提供者 

株式会社 サーティファイ（東京都中央区京橋３－３－１４ 京橋ＡＫビル） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

計画認定の日 

 

４ 特定事業の内容 

（１） 経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

以下の講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構(ＩＰＡ)に相談を行い、助言があった場合には対応するこ

ととする。 

学校法人立志舎 東京ＩＴ会計専門学校 

 専門学校日本スクールオブビジネス21 

基本情報技術者試験対策講座 履修計画：別添資料のとおり 

 

（２） 修了認定の基準 

民間資格を取得するための試験である「情報処理技術者能力認定試験（２級）」を受

験し、合格並びに第1部科目合格した者であって、当該講座を２/３以上の出席をもっ

て履修した者について、修了認定に係る試験を受験できる有資格者と定める。 

有資格者に対し、当該試験を実施し、株式会社サーティファイが定める合格基準を

満たした者について、修了を認定する。また、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰ

Ａ）が提供する問題を使用して修了認定に係る試験を実施した場合は、独立行政法人

情報処理推進機構（ＩＰＡ）の定める合格基準を満たした者について、修了を認定す

る。 

 

（３） 修了認定に係る試験の実施方法 
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修了認定に係る試験については、株式会社サーティファイが作成し、独立行政法人情

報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認定された問題、または独立行政法人情報処

理推進機構（ＩＰＡ）が提供する問題を使用して、修了認定に係る試験を実施する。 

経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画の終了後に２回まで、修了認

定に係る試験を実施することができるものとする。 

また、試験会場は当該講座が開設される場所とし、試験の採点事務は、適用を受けた

事業者が行う。ただし、適用を受けた事業者が認めた場合にあっては、この事務を指定

した者に代行させることができる。 

なお、告示で定めるところにより、適用を受けた事業者は当該の試験結果に基づいて

講座の修了を認められた者の氏名、生年月日に関する情報を当該民間資格の取得を証す

る写しと併せて独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に通知するものとする。 

 

(４) 民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

資格名称：情報処理技術者能力認定試験（２級） 

試験科目：情報処理技術者能力認定試験（２級第１部） 

当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 

試験項目 

1 情報の基礎理論 

  基数変換、データ表現、演算と精度、論理演算、符号理論 

  状態遷移、グラフ理論、オートマトンと形式言語 

  計算量と情報量 

2 データ構造とアルゴリズム 

  データ構造、アルゴリズムの基礎 

  流れ図、決定表、BN記法、ポーランド記法 

  各種アルゴリズム、アルゴリズムの効率 

3 ハードウェア 

  半導体と集積回路 

  プロセッサ、動作原理 

  メモリ、記憶媒体、補助記憶装置 

  入出力インタフェース、入出力装置、接続形態・接続媒体 

  コンピュータの種類と特徴 

4 基本ソフトウェア 

  OSの種類と構成 

  プロセス管理、割込み制御 

  主記憶管理、仮想記憶 

  入出力制御、ジョブ管理 

  ファイル管理、障害管理 

  ヒューマンインタフェース、日本語処理 

  ミドルウェア 

5 システム構成と方式 
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  システム構成方式、処理形態 

  システム性能、信頼性 

  応用システム 

6 システム開発と運用 

  プログラム構造、制御構造 

  プログラム言語、言語処理系 

  EUC、EUD、ソフトウェアの利用 

  開発手法、設計手法、テスト手法 

  システムの環境整備、運用管理 

7 ネットワーク技術 

  プロトコルと伝送制御 

  符号化と伝送技術 

  LANとインターネット 

  電気通信サービス 

  ネットワーク性能 

  伝送媒体、通信装置 

 ネットワークソフト 

8 データベース技術 

  データベースモデル 

  データの分析・正規化 

  データ操作 

  データベース言語、SQLの利用 

  DBMSの機能と特徴 

  データベース制御機能（排他制御、リカバリ） 

9 セキュリティ 

  セキュリティ対策 

  プライバシ保護 

  ガイドライン 

10 標準化 

  情報システム基盤の標準化 

  データの標準化 

  標準化組織 

11 情報化と経営 

  経営管理（経営戦略、組織と役割、マーケティングなど） 

  情報化戦略（業務改善など） 

 IE分析手法、管理図 

  確率と統計 

  最適化問題、意志決定理論 

  情報システムの活用（ビジネスシステム、企業間システムなど） 

 関連法規（情報通信、知的財産権） 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、当該認定に係る講座の修了を認められた者が、講座の修了を認められ

た日から１年以内に、基本情報技術者試験を受験する場合は、情報処理技術者試験規則

別表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち、第１号に規定する情報処理システムに
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関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの開発に関する共通的基礎知

識を免除するものであり、この特例措置を活用したカリキュラム実施により、地域のＩ

Ｔの人材育成・能力開発を行うとともに、地域経済の活性化を目指すものである。 


